
工 業 統 計 調 査 規 則 

昭和 26 年 12 月 28 日 

通商産業省令第 8１号 

最終改正 平成 19 年 11 月 28 日  

経 済 産 業 省 令 第 75 号 

 

統計法（昭和 22 年法律第 18 号）第３条第２項の規定に基き、工業統計調査規則を次のように制定する。 

（省令の目的） 

第１条 工業統計調査（指定統計第 10 号）を作成するための調査（以下「工業調査」という。）の施行に関し

ては、この省令の定めるところによる。 

（調査の目的） 

第２条 工業調査は、工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得ることを目的とする。 

（調査の期日） 

第３条 工業調査は、毎年 12 月 31 日現在によつて行う。 

（調査の範囲） 

第４条 工業調査は、統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類を定める政令（昭和 26 年政令

第 127 号）第２条第１項の規定に基づき、産業に関する分類の名称及び分類表を定める等の件（平成 14 年総務

省告示第 139 号）に定める日本標準産業分類に掲げる大分類Ｆ―製造業に属する事業所（国に属する事業所を除

く。）について行う。 

（調査の種類） 

第５条 工業調査は、甲調査及び乙調査とする。 

２ 甲調査は、前条に規定する事業所であつて、従業者 30 人以上のもの（製造、加工又は修理を行つていない

本社又は本店であるものを除く。）について行う。 

３ 乙調査は、前条に規定する事業所であつて、従業者 29 人以下のもの（製造、加工又は修理を行つていない

本社又は本店であるものを除く。）について行う。 

（調査事項） 

第６条 甲調査は、次に掲げる事項について行う。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 本社又は本店の名称及び所在地 

三 他事業所の有無 

四 経営組織 

五 資本金額又は出資金額 

六 従業者数 

七 常用労働者毎月末現在数の合計 

八 現金給与総額 

九 原材料、燃料及び電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費（委託生産費並びに管理及び販売に

係るものを除く。以下この条において同じ。）並びに転売した商品の仕入額 

十 有形固定資産 

十一 リース契約による契約額及び支払額 

十二 製造品在庫額、半製品及び仕掛品の価額並びに原材料及び燃料の在庫額 

十三 製造品出荷額等（品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額（当該事業所の事業によらないも

のを除く。以下この条において同じ。）をいう。以下この条において同じ。）及び品目別製造品在庫額 

十四 品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額 
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十五 内国消費税額（酒税、たばこ税、揮発油税及び地方道路税の納付税額又は納付すべき税額の合計額をいう。

以下この条において同じ。） 

十六 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 

十七 主要原材料名 

十八 作業工程 

十九 工業用地及び工業用水 

２ 乙調査は、次に掲げる事項について行う。 

一 事業所の名称及び所在地 

二 本社又は本店の名称及び所在地 

三 他事業所の有無 

四 経営組織 

五 資本金額又は出資金額 

六 従業者数 

七 現金給与総額 

八 原材料、燃料及び電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費並びに転売した商品の仕入額の合計

金額 

九 製造品出荷額等 

十 品目別製造品出荷額、加工賃収入額及びその他収入額の合計金額 

十一 内国消費税額 

十二 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 

十三 主要原材料名及び簡単な作業工程 

（調査票の様式） 

第７条 甲調査及び乙調査は、それぞれ経済産業大臣が定める様式による工業調査票甲及び乙（以下「調査票」

と総称する。）によつて行う。 

２ 経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。 

（申告義務） 

第８条 第４条に規定する事業所の管理責任者（以下「申告義務者」という。）に属する事業所にあつては、本

社一括調査企業を代表する者（以下「本社一括調査企業の申告義務者」という。）が一括して申告しなければな

らない。）は、第５条の区分に従い、調査票に掲げる事項について申告しなければならない。ただし、経済産業

大臣が指定する企業（以下「本社一括調査企業」という。）に属する事業所にあつては、本社一括調査企業を代

表する者（以下「本社一括調査企業の申告義務者」という。）が一括して申告しなければならない。 

（準備調査） 

第９条 都道府県知事は、調査を受ける事業所を確定するため、工業調査の実施に先立つて第 17 条第１項に規

定する工業調査員に準備調査を行わせ、経済産業大臣が定める様式により、工業調査準備調査名簿（以下「準備

調査名簿」という。）一部を市町村長（東京都内の区のある地域では区長。以下同じ。）の定める日までに作成

させなければならない。 

２ 経済産業大臣は、前項の様式を定めたときは告示する。 

（調査の方法） 

第 10 条 工業調査は、第 17 条第１項に規定する工業調査員が申告義務者に配布する調査票によつて行う。ただ

し、本社一括調査企業に対する調査は、経済産業大臣が本社一括調査企業の申告義務者に配布する調査票によつ

て行う。 

２ 申告義務者が調査票の配布を受けなかつたときは、その事業所の所在地を管轄する市町村長にその旨を申し

出て配布を受けなければならない。ただし、本社一括調査企業の申告義務者が調査票の配布を受けなかつたとき

は、経済産業大臣にその旨を申し出て配布を受けなければならない。 

（調査票の提出） 

第 11 条 申告義務者は、調査票に所定の事項を記入し、記名して、一部を市町村長の定める日までに第 17 条第
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１項に規定する工業調査員に提出しなければならない。ただし、本社一括調査企業の申告義務者は、調査票に所

定の事項を記入し、記名して、経済産業大臣が定める日までに経済産業大臣に提出しなければならない。 

２ 前項本文の規定により調査票の提出を受けた工業調査員は、当該調査票を当該工業調査員の第 17 条第３項

に規定する担当調査区を管轄する市町村長に提出しなければならない。 

第 12 条 市町村長は、市町村（東京都内の区のある地域では区。以下同じ。）内の準備調査名簿及び調査票を

整理した上、審査し、準備調査名簿については、その写し一部を作成して保存し、準備調査名簿一部及び調査票

一部を都道府県知事の定める日までに都道府県知事に提出しなければならない。 

第 12 条の２ 経済産業大臣は、第 11 条第１項ただし書の規定により提出された調査票を都道府県別に整理した

上、審査し、当該調査票に記載された事業所の所在地を管轄する都道府県知事に当該調査票を一部送付する。 

（調査票等の提出） 

第 13 条 都道府県知事は、受理した準備調査名簿及び調査票を整理した上、審査し、準備調査名簿の写し一部

及び調査票の写し一部を作成して保存し、調査票の内容を記録した電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他

人の知覚によつては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）を作成して保存し、準備

調査名簿の内容を記録した電磁的記録を作成しなければならない。 

２ 都道府県知事は、準備調査名簿一部及び準備調査名簿の内容を記録した電磁的記録を翌年５月 31 日までに、

調査票一部及び調査票の内容を記録した電磁的記録を従業者４人以上の事業所については翌年６月 30 日までに、

従業者３人以下の事業所については翌年８月 10 日までに、それぞれ経済産業大臣に提出しなければならない。 

（事故の場合の措置） 

第 14 条 市町村長は、天災事変その他避けることのできない事故のため、第 12 条に規定する都道府県知事の定

める日により難いときは、直ちに、その旨を都道府県知事に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告があつた場合には、都道府県知事は、直ちに、その旨を経済産業大臣に報告しなけれ

ばならない。 

３ 前項の規定による報告があつた場合には、経済産業大臣は、第 13 条に規定する期限を、第１項の報告を行

つた市町村の地域に限り、別に定めることができる。 

４ 経済産業大臣は、前項の規定により第 13 条に規定する期限を別に定めたときは、その旨を告示する。 

第 15 条 削除 

第 16 条 削除 

（統計調査員） 

第 17 条 工業調査の事務に従事させるため、統計法第 12 条第１項に規定する統計調査員として都道府県に設置

されるものは、次項に規定する事務を適正に執行する能力を有する者（次の各号に掲げる者を除く。以下「工業

調査指導員」という。）及び第４項に規定する事務を適正に執行する能力を有する者（次の各号に掲げる者を除

く。以下「工業調査員」という。）とする。 

一 国税徴収法(昭和 34年法律第 147号)第２条第 11号に規定する徴収職員又は地方税法（昭和 25年法律第 226

号）第１条第１項第３号に規定する徴税吏員 

二 警察法（昭和 29 年法律第 162 号）第 34 条第１項に規定する警察官又は同法第 55 条第１項に規定する警察

官 

２ 工業調査指導員は、市町村長の調査実施上の指導を受けて、工業調査員に対する指導、調査票その他の調査

関係書類の検査及びこれらに附帯する事務を行う。 

３ 工業調査員は、市町村長から指定された調査区（以下「担当調査区」という。）を担当する。 

４ 工業調査員は、市町村長の調査実施上の指導及び工業調査指導員の指導を受けて、担当調査区内にある事業

所（本社一括調査企業に属する事業所を除く。）に係る調査票の配布及び取集、調査関係書類の作成その他これ

らに附帯する事務を行う。 

第 18 条 削除 
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（実地調査） 

第 19 条 統計官、統計主事その他の工業調査に関する事務に従事する者、工業調査指導員及び工業調査員は、

統計法第 13 条の規定により、必要な場所に立ち入り、第６条第１項第６号から第 19 号まで及び第６条第２項第

６号から第 13 号までに掲げる調査事項について検査し、調査資料の提供を求め、又は関係者に対し質問するこ

とができる。この場合には、職務を示す証票を示さなければならない。 

（集計及び公表） 

第 20 条 経済産業大臣は、調査票を審査した上、集計し、その結果を速やかに公表する。 

（調査票等の保存期間） 

第 21 条 市町村長の保存する準備調査名簿の写し並びに都道府県知事の保存する準備調査名簿の写し及び調査

票の写しの保存期間は、２年とし、経済産業大臣の保存する準備調査名簿、調査票及び集計表の保存期間は、３

年とする。 

２ 都道府県知事の保存する調査票の内容を記録した電磁的記録の保存期間は２年とし、経済産業大臣の保存す

る準備調査名簿、調査票及び集計表の内容を記録した電磁的記録は永年保存とする。 

附則 抄 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ 昭和 25 年工業センサス規則（昭和 25 年通商産業省令第 99 号。以下「旧規則」という。）は、廃止する。 

５ 平成 19 年の乙調査は、第５条第３項に規定する事業所のうち、従業者４人以上のものについてのみ行う。 

 

附則 （平成 19 年 11 月 28 日経済産業省令第 75 号） 

 この省令は、公布の日から施行する。 
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